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本研究は，中心市街地における歩行者のための都市空間創出の影響について，来訪者の来訪交通手段や

中心市街地での回遊行動，居住地特性等に着目して分析したものである．2015年に岡山市の中心市街地に

おいて実施された回遊性向上社会実験にあわせてプローブパーソン調査を実施し，通常の休日時と社会実

験時の中心市街地来訪者の来訪交通手段，滞在時間，歩行移動時間，立ち寄り箇所数，居住地特性の関連

とその変化を分析した．その結果，歩行者のための都市空間創出は，中心市街地での歩行回遊や滞在時間

を増加させ，公共交通利用者を増加させることが明らかになった．また，公共交通や自転車利用者は，回

遊行動が活発な傾向があることが確認できた．さらに，鉄軌道と自転車利用者の居住地特性と，社会実験

時における自動車以外の交通手段の選択理由についても，その傾向を把握することができた． 

 

Key Words : Pedestrianization, Mode Choice, Road Space Reallocations, Probe Person Survey 

 

 

 

1. 序論 

 

 近年，都市の中心市街地の衰退は諸都市に共通する課

題となっている．モータリゼーションの進展等により，

都市機能の郊外立地が進み，中心市街地のにぎわいの低

下をもたらしている 1)．また，都市空間の整備について

は，これまで急増する自動車交通への対応を主眼に進め

られ，商業施設などの目的地までの移動において自動車

を利用することを重視し，まちの活性化に重要な要素と

なる，道路や広場などの屋外の都市空間における人々の

ぶらつき，滞留を増加させる快適性の面を軽視してきた

ことが指摘されている 2)．これに対し，現在のコンパク

トシティ構想においては，都市の集約化にあわせて公共

交通の利便性向上や都心部の歩行者空間の質の向上が重

要視されている 3)． 

歩行者にとって快適な都市空間を創出する取り組みは，

近年では日本国内においても進められており，東京都丸

の内仲通りや京都市四条通，神戸市葺合南 54 号線，松

山市ロープウェイ通りの例など，様々な取り組みが進め

られている 4)， 5)， 6)，7)． 

そのような中で，岡山市においても中心市街地のにぎ

わいを取り戻すため，2015（平成27）年より，自動車中

心の道路空間を歩行者中心の道路空間へ再配分するとと

もに，沿道や周辺の公園・広場を多様に活用することを

想定した回遊性向上社会実験を行っている 8)． 

このような取り組みは，いずれも中心市街地の主要な

道路において，歩行者専用道路の創出や車線削減による

歩道の拡幅，トランジットモール化や自動車交通の低速

化を行い，ストリートファニチャーの設置やオープンカ

フェ，屋外イベントを実施しており，自動車交通を主眼

に置いた道路空間から歩行者にとって快適な道路空間へ

再配分を行うことを中心とし，それにあわせて沿道や周

辺の広場・公園等の空間を多様に活用することによって，

歩行者が快適に楽しめる都市空間を創出している． 

中心市街地の鉄道駅等から近い主要な道路空間を再配

分し，自動車の流入抑制や歩行回遊を促進することは，

公共交通や自転車の利用増加につながると考えられる．

その一方で，公共交通や自転車などの交通手段は，自動

車と比較して来訪者の居住地から鉄道駅やバス停，中心

市街地までの距離といった，居住地特性の影響を受ける

と考えられる． 

こういった観点から，中心市街地における道路空間や

広場，公園等の空間も含めた「都市空間」を歩行者にと

って快適な空間とすることが，中心市街地での滞在時間

や立ち寄り箇所などの増加だけでなく来訪時の交通行動

の変化につながると考えられるが，これまでその影響に
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ついては確認されていない． 

また，交通手段によって滞在時間や歩行距離等が異な

ることについては既に分析がなされており，自動車利用

者よりも公共交通利用者のほうが回遊行動が活発である

ことが明らかになっている 9)．中心市街地における歩行

者中心の都市空間創出が，来訪交通手段や回遊行動の変

化につながる場合，来訪交通手段を回遊行動が活発な交

通手段に誘導することで，中心市街地活性化の効果をよ

り促進することができると考えられる．  

そこで，本研究では中心市街地での歩行者にとって快

適な都市空間の創出前後において，来訪交通手段の変化

や来訪交通手段ごとの回遊行動の変化やその違いを分析

する．さらに，来訪者の居住地特性を分析することによ

り，公共交通，自転車利用者の居住地分布の変化につい

ても定量的に明らかにし，来訪交通手段の変化に関する

意識についても分析を行う．以上の分析により，歩行者

にとって快適な都市空間創出による交通行動変化の実態

を明らかにすることを目的とする． 

 

2. 既存研究と本研究の特長 

 

中心市街地における歩行者空間の整備や自動車の流入

抑制に関する研究は，これまで数多くなされている． 

阿部ら10)は，本研究と同じ岡山市で1999年，2001年に

行われたトランジットモール，路面電車延伸を想定した

車線規制の社会実験による交通渋滞への影響把握や，居

住者，事業者等へのアンケート調査による課題分析を行

っている．柳沢ら11)は，長野市の中心市街地で複数回に

わたって実施されたトランジットモール導入の社会実験

において，トランジットモールの導入が回遊トリップ数

や移動距離などの回遊行動に与える影響を，来街交通手

段や目的別に分析し，効果的な歩行環境整備を行うため

の要因を分析している．これらの研究においては，交通

社会実験実施による中心市街地における滞在時間や来訪

交通手段の変化という視点では分析は行われていない． 

歩行者空間を創出する社会実験における滞留行動に着

目した研究として，三友ら12)は東京都千代田区の大手

町・丸の内・有楽町地区での，道路空間活用の社会実験

を対象として，可動椅子・可動テーブル利用時における

歩行者の滞留時間や構成人数等を把握している．奥平ら
13)は，千葉市のパラソルギャラリーを対象として，フェ

スタの実施前後において特定区間の歩行者数や移動時間，

滞留人数や滞留時間等を調査・分析している．また，来

訪交通手段に着目した研究としては，川本ら14)は福井市

で行われたトランジットモール等の社会実験を対象とし

て，実験前後の都心への来訪交通手段や公共交通への転

換条件等についてアンケート調査を行っている．これら

の研究においては，社会実験実施時の滞留行動や交通手

段の変化を分析しているが，来訪者の来訪交通手段，中

心市街地での滞留行動といった一連の動きの変化につい

ては明らかになっていない． 

まちの活性化の重要な要素として，来街者の滞留時間

に着目した研究として，谷口ら15)は，パーソントリップ

調査データから都市圏レベルで滞留時間の特性を分析す

る滞留時間分析システムを構築し，実際に都市圏に適用

したうえで対象都市圏における滞留促進のための基盤整

備に関して考察している．この研究においては，都市圏

レベルでの滞留行動に影響を与える基盤整備についての

考察を行っているが，中心市街地において滞留を促進す

る基盤整備の影響という観点での分析は行われていない． 

池田ら16)の研究では，個人による交通行動の本質的な

違いわかりやすく捉えるための11種の行動群を設定し，

その滞留行動の違いを定量的に示すとともに，行動群の

構成の都市特性による違いや経年的な変化を明らかにし

ている．この研究においては，個人属性による滞留時間

の違いを示しているが，歩行者空間整備が個人の滞留行

動に与える影響については明らかになっていない． 

また，木下ら9)の研究では，中心市街地への来訪交通

手段と滞留時間や歩行トリップ数，移動距離などの歩行

特性との関連を複数都市において比較分析しているもの

の，歩行者のための空間整備の前後の比較については分

析されていない． 

歩行者空間の分布と都市構造に関連した研究として，

松中ら17)の研究では，日本，フランス，ドイツの全地方

都市を対象として，鉄軌道駅の運行頻度と，歩行者空間

の分布状況や鉄軌道駅周辺の人口分布，人口密度の高い

地区の分布の関連を国際間で比較している．都市中心部

1haあたりの歩行者空間面積や，歩行者空間100m圏内の

鉄軌道駅平均運行頻度を国際間比較し，さらに歩行者空

間に近接した鉄軌道駅の運行頻度をコンパクト性の指標

として比較分析を行っている．この研究においては，コ

ンパクト性の指標として歩行者空間が考慮されているも

のの，歩行者空間を生み出すことによる影響については

考察されていない． 

また，移動距離や滞在時間などの調査については，こ

れまで紙面による調査が行われてきたが，近年ではGPS

を用いたケースも増加しており，スマートフォン（以下

「スマホ」と記述する）のGPS機能を用いたプローブパ

ーソン調査により，大規模にサンプルを取得した熊本市
18)やつくば市19)の例が報告されている．また，調査結果

を政策立案に反映させた松山市20)や神戸市21)の例もあり，

政策検討の上でも重要な役割を担いつつある．紙面によ

る回遊調査は，回答に調査参加者の記憶を頼ることにな

り，移動距離や時間といった「ぶらつき」行動の詳細や，

特定箇所での「滞在時間」をより正確に把握することは

困難である．一方で，プローブパーソン調査を施策実施
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前後で実施・分析した例や，同一サンプルの二時点間比

較の分析（パネル分析）を行った研究は見当たらない． 

そこで，本研究では，中心市街地において快適な歩行

空間を創出しその周辺の空間を多様に活用した場合の，

来訪者の交通行動の変化を，来訪交通手段ごとに明らか

にする．その調査方法として，歩行者空間創出の社会実

験実施前後において，移動の履歴や立ち寄り箇所など，

精度の高い移動の「質」的データを大量に把握できる利

点があるスマホを利用したプローブパーソン調査を実施

した．そしてそのデータを用いて，中心市街地への来訪

交通手段，滞在時間や回遊距離，立ち寄り箇所数の比較

分析を行った．さらに，鉄軌道利用者と自転車利用者に

ついては，その居住地についても分析を行うとともに，

社会実験時の交通手段に関する意識についても調査を行

うことで，社会実験時の来訪交通手段の選択要因につい

ても分析を行った． 

 本研究の特長として，以下の点があげられる． 

① 中心市街地における歩行者中心の都市空間創出の社会

実験前後の来訪者の来訪交通手段や回遊行動（滞在時

間，徒歩移動時間，立ち寄り箇所数）の変化を比較す

ることで， 歩行者中心の都市空間創出が人の交通行

動，回遊行動に与える影響を明らかにする． 

② 来訪者の来訪交通手段ごとに，来訪後の回遊行動を比

較分析することで，通常時と社会実験時のおける回遊

行動が活発な来訪交通手段を明らかにする． 

③ 公共交通利用者と自転車利用者の居住地特性を把握す

るとともに，意識調査により社会験時の来訪交通手段

の選択理由についても分析することで，交通手段の選

択要因についても考察を加える． 

④ 調査方法として，スマホのGPS機能を利用したプロー

ブパーソン調査を行い，移動距離や滞在時間を取得す

ることで，精度の高いデータを使用する． 

これらの分析から，中心市街地における歩行者を中心

とした都市空間創出による交通行動変化の実態を明らか

にする． 

 

3. 岡山市の中心市街地の現状と社会実験の概要 

 

(1) 岡山市の中心市街地の構造 

岡山駅周辺の「岡山駅エリア」と，表町商店街や百貨

店などが立地する「既存商店街エリア」を商業機能の中

心として発展してきた．両エリア間は約1ｋｍ離れてお

り，従来からこの両エリアによる中心市街地の「二極化」

が懸念されてきた．そこで，この両エリアをつなぐ幹線

道路である県庁通りなどの沿線を活性化させ，中心市街

地全体の一体的な活性化を図ってきた（図-1）．このよ

うな中，岡山駅エリアでは，2014（平成26）年11月に大

型ショッピングモールが開業したことで，中心市街地の

魅力向上への期待が高まる一方で，岡山駅エリアへの来

街者の偏りなど，回遊行動の変化が懸念されている． 

また，中心市街地のバス・路面電車路線及び主要な道

路の交通規制の状況を図-2に示す．バス路線の多くは岡

山駅を起終点として，百貨店を経由して郊外へ向かう路

線となっている．路面電車は岡山駅前から南へ延びる清

輝橋線と，東へ延びる東山線の2路線があり，日中5分に

1本程度運行されている．県庁通りの道路規制について

は，平時から西から東へ2車線一方通行となっている． 

 

(2) 回遊性向上社会実験の実施 

岡山市では「岡山駅エリア」への来街者の徒歩による

回遊行動を，その周辺や「既存商店街エリア」へも拡大

するよう促進し，中心市街地全体の面的なにぎわいの向

上を目指している．その一環として，両エリアをつなぐ

主要な動線である，県庁通り・西川緑道公園筋周辺にお

いて，自動車から歩行者優先の道路空間への転換と，沿

道や周辺の広場・公園の活用による，歩行者の回遊性向

上を目的に，2015（平成 27）年において，交通規制やオ

ープンカフェなどを同時に行う「県庁通り・西川緑道公

園筋回遊性向上社会実験」（以下「社会実験」と記述す 

 

図-1 岡山市の中心市街地（重点整備エリア） 

 

 

図-2 中心市街地のバス・路面電車路線と 

主要な道路の交通規制 

後楽園

中心市街地（重点整備エリア）

岡山駅

大型ショッピング

モール

県庁通り

西川緑道公園
(社会実験範囲)

百貨店

表町

商店街
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る）を行った．社会実験の概要を図-3，表-1に示す．県

庁通りについては，北側の車道１車線の交通規制を行っ

て歩行空間を拡張し，歩道及び沿道を季節の花で彩り，

歩くきっかけをつくるとともに，自転車等の通行指導を

行い，安心して歩ける空間を確保した．また，沿線民有

地の協力を得て，オープンカフェやスタンプラリーなど

のにぎわい演出をあわせて行った．通常時の様子を図-4，

社会実験時の様子を図-5に示す．なお，社会実験時にお

いて，自動車の一方通行の変更や，バス・鉄軌道の運行

等に変更は行っていない． 

西川緑道公園筋については，交通規制により歩行者天

国とするとともに，沿道店舗の協力を得てオープンカフ

ェの実施や青空ヨガ教室などを行った．通常時の様子を

図-6，社会実験時の様子を図-7に示す．また，図-3の交

通量調査ポイントの調査結果を図-8に示す．社会実験時

には歩行者交通量が 2倍程度増加していることがわかる． 

なお，今回の分析対象としている 2015（平成 27）年

の社会実験については，内容の企画・運営を岡山市が行

っている．この意図としては，道路の交通規制は自治体

等の主導により短期間で可能であるが，沿道が住民によ

り活用がなされるには時間がかかるため，初期段階では

岡山市が主導し，短期的に交通規制にあわせた沿道の空

間を多様に活用することで，まずは住民に歩いて楽しい

空間を体験してもらうことを目的としたものである．こ

れにより，道路を含めた都市空間の活用を人中心に変え

ていくことの快適さや理解を得ることとしている． 

最終的には，長期的に住民が主体的に道路空間や沿道

空間を活用してもらうことを目指して，2015(平成 27)年

以降は段階的に住民による団体に企画や運営を任せてお

り，2018(平成 30)年現在は，社会実験の一部を有志によ

る実行委員会が企画・運営行っている． 

 

 

 

図-3 県庁通り・西川緑道公園筋回遊性向上社会実験

の実施概要図 

 

表-1 県庁通り・西川緑道公園筋回遊性向上 

社会実験の概要 

項目 内容 

実施日 
2015(平成27)年 

10月10日(土)、11日(日) 

実施個所 
・県庁通り 

・西川緑道公園筋西側市道 

交通規制 

10月10日（土曜日）  

・県庁通り（市役所筋から農業会館前） 

車道一車線規制（9時～18時） 

10月11日（日曜日）  

・県庁通り（市役所筋から農業会館前） 

車道一車線規制（9時～18時） 

・西川緑道公園筋西側市道（県庁通りから桶屋橋）の車

両通行止め 

（11時～17時） 

実施内容 

・西川緑道公園筋でのオープンカフェ実施 

・沿道事業者・市内学校協力によるステージや飲食ブース等

のイベント開催 

・スタンプラリーの実施 

・自転車マナーの啓発 

・臨時駐輪場の設置 

・西川緑道公園内での青空ヨガ教室 

 

 

図-4 県庁通りの通常時の様子 

 

 

図-5 県庁通りの社会実験時（一車線規制）の様子 
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図-6 西川緑道公園筋の通常時の様子 

 

図-7 西川緑道公園筋の社会実験時（歩行者天国）の様子 

 

図-8 通常時と社会実験時の交通量調査の結果 

 

4. 調査内容と取得データ 

 

(1) プローブパーソン調査の概要 

 プローブパーソン調査の実施概要を表-2に示す．目標

調査人数を，社会実験時1,000人，通常の休日時1,000人

の合計2,000人とし，10月10日～10月25日の6日間で目標

人数に達したため，この期間で調査を終了した．謝礼の

設定にあたっては，できるだけ同一の人に繰り返し参加

してもらえるよう，一日参加するごとに500円の謝礼を

送付することとした．調査参加者の募集については，事

前にWEBサイトから登録をしてもらう方法と，当日現

地で勧誘し登録をしてもらう2種類の方法で募集するこ

ととした．  

また，本調査での調査項目を表-3に示す．分析におい

ては，GPS測位によって取得できる位置情報だけでなく，

性別や年齢等の属性を把握することが望ましいため，プ

ローブパーソン調査で取得できない性別・年齢・居住地

等については，登録時のアンケート調査を併用すること

により取得することとした． 

表-2 プローブパーソン調査の実施概要 

項目 内容 

調査日 

・2015(平成27)年10月10日(土)～25日

(日)の間の土・日曜日，全6日間 

・内，社会実験実施日は10月10日(土)，

11日(日) 

調査方法 
調査参加者のスマホにアプリをインストールして，移

動軌跡を取得 

調査対象 
・参加登録時点で16歳以上の市民 

・回遊目的で調査対象地域に訪れた人が対象 

調査対象地域 

図-1に示す中心市街地エリアに「後楽園」を含ん

だエリア（ただし、基本的に自宅を出発して帰宅す

るまでの調査参加を依頼） 

調査人数 2,446人日(当初計画2,000人日) 

取得トリップ数 6,384トリップ 

謝礼 500円/日（最大4日分2,000円） 

 

(2) 調査参加者の属性と分析対象データ 

6日間の調査を通じて，延べ2,446人の参加があった．

その中から中心市街地内の行動が取得できていない人を

除いた結果，延べ2,149人となった．各調査日の参加者

数の推移を図-9に示す． 

全調査日における性年齢別参加者数については（図-

10），男性は914人日，女性は1,209人日となっており，

10～30歳代では女性が多い．年齢別にみると20～40歳代

が多くなっており，60歳代以上の高齢者層が少ないこと

がわかる．調査参加者の居住地の分布を図-11に示す．

社会実験時には岡山市以外の岡山県内の居住者や岡山県

外の居住者の来訪が多くなっていることがわかる．また，

岡山市内の居住者の分布については，通常時と社会実験

時において大きな変化はないことがわかる．  

これらの参加者から取得したデータの中から，今回分

析対象としたデータの一覧を表-4に示す．中心市街地へ

の来訪交通手段が判別可能であることを前提として，分

析の目的に合わせて以下の4つのカテゴリに絞り込んだ． 

① 中心市街地内の全ての動きが把握できているデータ 

  図-1の中心市街地エリアに入ってから，出ていくま

での全ての動きが取得できているデータ． 

② 当日参加者を除いたデータ 

  当日の中心市街地内での現地勧誘による参加者を除

いたデータ．今回の調査参加者を募集する際，インタ

1,856 データ無 1,9261,950
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ーネット経由の募集と当日の中心市街地内での現地募

集を行っている．当日の現地勧誘においては，駅やバ

ス停付近など，公共交通利用者を重視して勧誘を行っ

ているため，来訪交通手段の変化を分析する際には，

当日参加者を除いている． 

③ 岡山市内居住者のデータ 

  岡山市内居住者で，中心市街地に居住している人を

除いたデータ． 

④ 通常時と社会実験時の両方に来訪しているデータ 

  通常時最大4日間と社会実験時最大2日間のうち，そ

れぞれ1日以上参加している人のデータ． 

 

表-3 プローブパーソン調査による調査項目 

項目 内容 

移動の起終点 緯度経度 

出発・到着時刻 出発・到着の時刻（分単位） 

移動経路 緯度経度を1秒間隔で測位 

移動箇所数 一日の移動の起終点数を把握 

移動目的 

「出勤・登校」「帰宅」「帰社・帰校」「業務」 

「送迎」「買い物」「食事」「娯楽」「散歩・回遊」 

「その他」から選択 

交通手段 

「自動車(運転・同乗)」「電車」「地下鉄」 

「バス」「バイク・原付」「タクシー」「自転車」 

「徒歩」「その他」から選択 

 

図-9 日別の調査参加者数 

図-10  調査参加者の性年齢別人数 

 

図-11 調査参加者の居住地割合 

 

表-4 分析対象データの一覧 

 

5. 回遊行動と来訪交通手段の関連分析 

 

(1) 来訪者全体の回遊行動変化の分析 

表-4の①中心市街地内の全ての動きが把握できている

人の，中心市街地エリア内の各施設や特定地点で留まっ

ている時間を「滞留時間」，徒歩による移動時間を「徒

歩移動時間」，鉄道や自転車など徒歩以外の交通手段に

よる移動時間「その他移動時間」とし，その平均時間を

図-12に示す．社会実験時には全体として平均滞在時間

が約23分増加しており，特に徒歩移動時間と滞留時間の

増加が大きいことがわかる． 

図-13に来訪場所別の滞留時間及び徒歩移動時間を示

す．この図から，西川緑道公園や県庁通り，下石井公園，

石山公園周辺での滞留時間，および徒歩移動時間が主に

増加していることがわかる．これらの場所は道路空間の

再配分を行った個所やそれに併せた屋外イベントを実施

していた箇所であるため，社会実験実施個所での滞在時

間が主に増加していると言える． 

図-14に中心市街地を訪れた人の滞在時間の分布を示

す．社会実験時には3～4時間滞在する人が有意に増加し

ていることがわかる． 

図-15に中心市街地来訪者の徒歩移動時間の分布を示

す．この図より，30分以上歩く人の割合が有意に増加し
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ており，徒歩による回遊が促進されていることが確認で

きる．また，中心市街地来訪者の立ち寄り箇所数の分布

を図-16に示す．この図から，立ち寄り箇所数の分布に

有意な変化は見られないものの，平均値としては，0.2

ヵ所増加していることがわかる． 

 

(2) 来訪交通手段割合の比較分析 

 表-4の②当日参加者を除いたデータを用いて，来訪交

通手段の割合を比較した（図-17）．社会実験時には公

共交通（鉄道・路面電車・バス）による来訪者の割合が

有意に増加しており，快適な歩行空間の創出やその利活

用を行った場合には，公共交通による来訪者が増加する

可能性が高いと言える． 

 

(3) 来訪交通手段と滞在時間の関連分析 

中心市街地のすべての動きが把握できている人（表-4

①）の，来訪交通手段と滞在時間の関連を分析した．通

常時の交通手段別の滞在時間割合を図-18に，社会実験

時の交通手段別の滞在時間割合を図-19に示す．通常時，

社会実験時ともに，公共交通利用者の滞在時間が有意に

長いことがわかる．また，自転車利用者の平均滞在時間

の増加が他の交通手段より大きくなっていることがわか

る． 

 

図-12  中心市街地来訪者の平均滞在時間 

 

図-13  来訪場所別の平均滞留時間及び歩行移動時間 

 

図-14  中心市街地での滞在時間別の来訪者数割合 

 

 

図-15  中心市街地での徒歩移動時間別の来訪者数割合 

 

 

図-16  中心市街地での立ち寄り箇所数別の来訪者数割合 

 

 

図-17  中心市街地来訪者の来訪交通手段割合 
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各来訪交通手段の通常時と社会実験時における滞在時

間の変化について，独立性の検定を行った結果を表-5に

示す．この結果と図-18，図-19から，自動車利用者は

社会実験時に有意に滞在時間が増加していることがわか

る．また，自動車利用者は3～4時間滞在する人が有意に

増加しており，これは中心市街地のショッピングモール

や百貨店などが，買い物金額により3時間まで駐車料金

を割引していることが影響しているものと考えられる．  

これらのことから，全体の滞在時間の増加は，公共交

通利用者の増加と，自動車利用者や自転車利用者の滞在

時間の増加による影響が大きいということが言える． 

 

図-18 来訪交通手段別滞在時間割合(通常時) 

 

図-19 来訪交通手段別滞在時間割合(社会実験時) 
 

表-5   通常時と社会実験時における 

来訪交通手段別の滞在時間変化の検定結果 

 
 

(4) 来訪交通手段と徒歩移動時間の関連分析 

中心市街地のすべての動きが把握できている人（表-4

①）の，来訪交通手段と徒歩移動時間の関連を分析した．

通常時の交通手段別の徒歩移動時間割合を図-20に，社

会実験時の交通手段別の徒歩移動時間割合を図-21に示

す．通常時，社会実験時ともに，公共交通利用者の徒歩

移動時間が有意に長いことがわかる．  

各来訪交通手段の通常時と社会実験時における徒歩移

動時間の変化について，独立性の検定を行った結果を表

-6に示す．この結果と図-20，図-21から，自動車利用者

及び自転車利用者は社会実験時に有意に徒歩移動時間が

増加していることがわかる．なお，自転車利用者につい

ては，中心市街地内においても，主に自転車で移動する

ものと考えられるが，社会実験時には30分以上徒歩で移

動した人が増加しており，歩行者にとって快適な空間創

出により，自転車利用者も徒歩での回遊を増加させると

いうことが確認できる． 

 

(5) 来訪交通手段と立ち寄り箇所数の関連分析 

中心市街地のすべての動きが把握できている人（表-4

①）の，来訪交通手段と立ち寄り箇所数の関連を分析し 

 

図-20 来訪交通手段別徒歩移動時間割合(通常時) 

 

図-21 来訪交通手段別徒歩移動時間割合(社会実験時) 

 

表-6   通常時と社会実験時における 

来訪交通手段別の徒歩移動時間変化の検定結果 
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～１時間 １～２時間 ２～３時間 ３～４時間 ４時間～

(p値：0.0000) 独立性の検定1％有意

＜残差分析＞**1%有意 *5%有意 (+)割合が高い (-)割合が低い

**(+)

**(-)**(+)

*(-)

平均値

3.6時間

2.2時間

2.3時間

2.3時間

3.0%

13.4%

16.1%

15.8%

12.1%

29.9%

21.0%

26.3%

27.3%

25.8%

22.6%

10.5%

15.2%

23.7%

17.7%

21.1%

42.4%

7.2%

22.6%

26.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公共交通

N=33

自動車

N=97

自転車

N=62

徒歩

N=19

～１時間 １～２時間 ２～３時間 ３～４時間 ４時間～

(p値：0.0069) 独立性の検定1％有意

＜残差分析＞**1%有意 *5%有意 (+)割合が高い (-)割合が低い

**(+)

**(-)

平均値

3.9時間

2.4時間

2.9時間

3.0時間

来訪交通手段 カイ二乗値 P　値 独立性の検定 残差分析

公共交通 3.55 0.4696 - -

自動車 10.52 0.0326 5%有意 3～4時間**

自転車 7.05 0.1330 - -

徒歩 1.58 0.8127 - -
<残差分析>**1%有意　*5%有意

31.6%

75.4%

79.2%

63.9%

14.0%

7.9%

5.8%

5.6%

17.5%

5.8%

6.7%

19.4%

7.0%

4.7%

5.8%

8.3%

29.8%

6.3%

2.5%

2.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公共交通

N=57

自動車

N=191

自転車

N=120

徒歩

N=36

０分 ～10分 10～20分 20～30分 30分～

独立性の検定 （P値：0.0000）1％有意
＜残差分析＞ *1%有意 *5％有意 (+)割合が高い (-)割合が低い

(+)**

(+)**(-)**

(-)**

(+)*

(+)*

(-)*

(+)*

平均
20.5分

平均
6.9分

平均
3.6分

平均
6.6分

15.2%

63.9%

74.2%

42.1%

15.2%

14.4%

0.0%

21.1%

15.2%

7.2%

8.1%

10.5%

6.1%

1.0%

4.8%

5.3%

48.5%

13.4%

12.9%

21.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公共交通

N=33

自動車

N=97

自転車

N=62

徒歩

N=19

０分 ～10分 10～20分 20～30分 30分～

独立性の検定 （P値：0.0000）1％有意
＜残差分析＞ **1%有意 *5％有意 (+)割合が高い (-)割合が低い

(+)**

(-)** (+)**

(-)**
(-)*

平均
37.4分

平均
11.7分

平均
11.9分

平均
14.1分

来訪交通手段 χ二乗値 P値 独立性の検定 残差分析

公共交通 4.31 0.3656 - -

自動車 10.44 0.0337 5%有意 0分*，30分以上**

自転車 11.25 0.0239 5%有意 30分以上**

徒歩 9.12 0.0582 - -

＜残差分析＞　**1%有意　*5％有意　

第 58 回土木計画学研究発表会・講演集

 8



 

 

た．通常時の交通手段別の立ち寄り箇所数を図-22に，

社会実験時の交通手段別の立ち寄り箇所数を図-23に示

す．通常時，社会実験時ともに，自転車利用者の立ち寄

り箇所数が有意に多いことがわかる．自転車に続いて公

共交通の立ち寄り箇所数も多く，これらの交通手段によ

る来訪者の回遊が活発であると言える． 

各来訪交通手段の通常時と社会実験時における立ち寄

り箇所数の変化については，独立性の検定を行った結果，

有意な差は見られなかった．ただし，それぞれの交通手

段において，平均0.2ヵ所増加しており，歩行者にとっ

て快適な空間創出による回遊性向上の効果が確認できる． 

 
図-22 来訪交通手段別立ち寄り箇所数割合(通常時) 

 
図-23 来訪交通手段別立ち寄り箇所数割合(社会実験時) 

 

(6) まとめ 

 中心市街地で歩行者にとって快適な道路空間の創出と

その利用を多様化することによって，中心市街地での滞

在時間や歩行移動時間，立ち寄り箇所数が増加している

ことが確認できた．その中で，公共交通による中心市街

地来訪者が増加しており，公共交通利用者は他の交通手

段を利用した人より滞在時間や徒歩移動時間が長く，立

ち寄り箇所数についても多い傾向があることが確認でき

た．また，自転車利用者についても徒歩移動時間が増加

することや，複数の場所に立ち寄る人の割合が他の交通

手段よりも多い傾向があることが確認できた．これらの

ことから，公共交通と自転車の利用者は回遊行動が活発

であり，歩行者にとって快適な道路空間の創出は，公共

交通利用者を増加させる可能性が高いと言える． 

 

6. 居住時特性分析 

 

(1) 来訪交通手段と居住地特性の関連分析 

ここでは，鉄軌道（鉄道・路面電車）利用者と，自転

車利用者に着目する．岡山市内居住者について（表-4

③），交通手段別に中心市街地来訪者の居住地特性の分

析を行った．まず，鉄軌道（鉄道・路面電車）利用者と

鉄軌道以外の交通手段利用者の居住地から鉄軌道（鉄

道・路面電車）駅までの距離について分析を行った（図

-24）．通常時，社会実験時ともに鉄道利用者は鉄軌道

駅から500m未満に居住している人が多く，1000m未満に

居住している人が70～80％を占めることがわかる． 

次に，自転車利用者と自転車以外の交通手段利用者の

居住地から中心市街地までの距離について分析を行った

（図-25）．なお，ここでは中心市街地のポイントを岡

山駅としている．この図から，自転車利用者について

は，通常時，社会実験時ともに中心市街地から4km未満

に居住している人が約80％を占めていることがわか

る． 

また，通常時と社会実験時の鉄軌道，自転車利用者の居

住地から鉄軌道駅，中心市街地までの距離については，

それぞれ平均値は社会実験時に変化しているが，独立性

の検定やt検定では有意な差は見られなかった．よって，

社会実験時においても来訪者の居住地分布については大

きな変化はなかったと言える． 

 

(2) 来訪交通手段変化のパネル分析 

通常時と社会実験時，両方の日に中心市街地に来訪し

ている人（表-4④）の社会実験時の交通手段の変化につ

いて分析を行った（図-26）．分析方法を以下に示す． 

 
図-24   居住地から鉄軌道駅まの距離帯別来訪者数割合 

（岡山市内居住者） 

50.9%

68.1%

50.0%

69.4%

29.8%

22.0%

34.2%

19.4%

19.3%

9.9%

15.8%

11.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公共交通

N=57

自動車

N=191

自転車

N=120

徒歩

N=36

1カ所 2カ所 ３カ所以上

独立性の検定 （P値：0.0264）5％有意
＜残差分析＞ **1%有意 *5％有意 (+)割合が高い (-)割合が低い

(+)**

(-)** (+)*

平均
1.4ヵ所

平均
1.4ヵ所

平均
1.8ヵ所

平均
1.8ヵ所

48.5%

63.9%

40.3%

52.6%

33.3%

21.6%

33.9%

42.1%

18.2%

14.4%

25.8%

5.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公共交通

N=33

自動車

N=97

自転車

N=62

徒歩

N=19

1カ所 2カ所 ３カ所以上

独立性の検定 （P値：0.0538）10％有意
＜残差分析＞ **1%有意 *5％有意 (+)割合が高い (-)割合が低い

(+)**

(-)*

(-)*

(+)*

平均
1.6ヵ所

平均
1.6ヵ所

平均
2.0ヵ所

平均
2.0ヵ所

40.4%

17.7%

33.9%

14.5%

33.3%

37.0%

44.1%

39.2%

15.8%

21.5%

10.2%

20.3%

10.5%

23.9%

11.9%

26.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

鉄道利用者

N=57

鉄道非利用者

N=662

鉄道利用者

N=59

鉄道非利用者

N=385

～500m 500～1000m 1000～1500m 1500m～

通
常
時

社
会
実
験
時

独立性の検定 通常時 (p値：0.0003) 1％有意

社会実験時 (p値：0.0004)  1％有意

＜残差分析＞**1%有意 *5%有意 (+)割合が高い (-)割合が低い

**(+)

**(-) *(+)

*(-)

**(+)

**(-)

平均値

745.6m

1304.3m

811.3m

1365.9m

*(-)

*(+)
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図-25   居住地から中心市街地までの距離帯別 

来訪者数割合（岡山市内居住者） 

 

・通常時と社会実験時，両方の日に中心市街地に来訪し

ている 273人を対象とした． 

・通常時最大 4日間のうち，もっとも使用頻度が高い交

通手段を通常時の来訪交通手段とした． 

・社会実験時最大 2日間のうち，いずれか 1日でも通常

時の来訪交通手段から変化している場合は，交通手段

が変化していると判断した． 

・通常時最大 4日間のうち，来訪交通手段の使用頻度が

順位付けできない場合（例えば，鉄道利用 2日間，自

動車利用 2日間など）は，交通手段が一定ではないと

判断し，「その他の交通手段変化」に分類した． 

 この図から，社会実験時に自動車から公共交通，自転

車，徒歩へ転換している人は 12.1%であることがわかる． 

次に、自動車から鉄軌道、バス、自転車に転換した人

と、交通手段の変化がなく、自動車を利用した人の居住

地特性を比較した（図-27）．結果の考察を以下に示す． 

1)  自動車から鉄軌道へ転換した人は、鉄軌道駅から約

400m 付近に住んでいる傾向が強い．一方で、鉄軌道

駅から居住地が比較的遠い人も鉄道を利用しているこ

とから、自動車からの転換を促すためには、鉄軌道駅

からの近接性や乗り換えの抵抗を軽減する必要がある

と考えられる． 

2) 自動車から自転車へ転換した人は、中心市街地から

3～4kmに住んでいる傾向が強く、図-21の結果と比較

すると、自転車来訪者のなかでも比較的遠い距離に住

んでいる人であることがわかる．このことから、普段

は自動車を使っているが、自転車でも中心市街地へ来

訪することが可能な人が、中心市街地の屋外空間が快

適になったことや自動車を規制したこと、臨時の駐輪

場を設けたことなどの環境の変化により転換したと推

測でき、その主な距離帯が3～4kmであると言える． 

 

図-26  通常時と社会実験時の交通手段の変化 

 

 

図-27  交通手段が転換した人と転換しなかった人の 

居住地特性の比較 

 

(3) まとめ 

 中心市街地来訪者の居住地特性を分析した結果，歩行

者にとって快適な都市空間の創出によって公共交通の利

用者は増加するが，利用者の居住地から鉄軌道駅までの

距離帯は変化しないということが明らかになった．自転

車利用者の居住地から中心市街地までの距離帯について

も同様なことが確認できた． 

 社会実験時に中心市街地への来訪交通手段が自動車か

ら鉄軌道へ転換している人は，鉄軌道駅から約400m付

近に居住していることが確認できた．このことから，歩

行者中心の都市創出にあわせて鉄軌道駅を中心とした約

400mの範囲に都市を集約することや，それ以遠の居住

者の距離抵抗を軽減することが必要であると言える．自

動車から自転車へ転換している人は，自転車でも中心市

街地に来訪可能な境界付近に居住している可能性があり，

その距離は3～4kmであることが確認できた．このこと

から，自転車による来訪が見込める距離帯は，現状では

4km程度までであり，社会実験時でも変化がなかったこ

とから，この距離帯を拡大するためには別の工夫が必要

であることがわかる． 

 

 

39.5%

17.4%

33.9%

12.8%

30.5%

17.0%

35.7%

17.0%

10.5%

15.2%

13.9%

14.9%

8.2%

15.2%

10.4%

16.1%

11.4%

35.1%

6.1%

39.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自転車利用者

N=220

自転車非利用者

N=499

自転車利用者

N=115

自転車非利用者

N=329

～2km 2～3km 3～4km 4～5km 5km～

通
常
時

社
会
実
験
時

独立性の検定 通常時 (p値：0.0000)  1%有意

社会実験時 (p値：0.0000) 1%有意

＜残差分析＞**1%有意 *5%有意 (+)割合が高い (-)割合が低い

**(+) **(+) **(-)

**(-) **(-) **(+)

**(+) **(+)

**(+)**(-) **(-)

平均値

2.9km

5.2km

2.7km

5.5km

**(-)

*(-)
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7. 交通手段選択に関する意識調査 

 

(1) 調査の概要 

 通常時と社会実験時における交通手段選択と，その選

択理由について意識調査を行った．意識調査は，岡山市

に居住する自動車免許を持つ18歳以上の個人を対象とし

て，Webアンケートにより行った．アンケート調査の概

要を表-7に示す． 

 

(2) 来訪交通手段の変化分析 

 通常の休日時，中心市街地に訪れる場合の主な交通手

段と，社会実験時に中心市街地に訪れる場合に利用する

と思う交通手段の割合を図-28に示す．この図から，社

会実験時には公共交通利用が有意に増加しており，自転

車利用については，若干減少している傾向が確認できる．

この調査は意識に基づいた交通手段選択であり，対象者

が実際に社会実験に訪れたことがあるかどうかわからな

い点で，プローブパーソン調査とサンプリングは異なる

が，図-17のプローブパーソン調査における交通手段分

担率と同じ傾向があることが確認できる． 

 

(3) 交通手段選択の意識分析 

 社会実験時に自動車以外を選択した理由を，図-29に

示す．この図から，自動車以外の交通手段を利用しよう

と考える人は，自動車の駐車や渋滞に関する抵抗が大き

いことがわかる．一方で，「4．駅の近くに歩いて回遊

するスポットがあるから」の選択肢については，「当て

はまる」「やや当てはまる」の回答が67.5%となってい

ることや，「5.中心市街地までの外の空気や景色，緑な

ども楽しみたいから」や「9.せっかく歩くのであれば最

初から自動車を使いたくないから」といった選択肢にお

いても約50％を超えており，自動車利用を控えるインセ

ンティブになっていると考えられる．なお，自転車利用

者についても，同様の傾向があった． 

 

(4) まとめ 

 アンケート調査により，通常の休日時と社会実験時に

中心市街地に訪れる場合の交通手段を比較した結果，公

共交通利用者は増加し，自転車利用者は減少するという

傾向があり，意識プローブパーソン調査による結果と同

様の傾向が確認できた． 

 来訪交通手段を自動車以外に変えた要因としては，駐

車場の確保や料金，渋滞に対する抵抗が大きいが，駅と

回遊箇所の近接性や屋外環境，健康といった観点が自動

車利用を控えるインセンティブになっている可能性があ

ることが明らかになった． 

 

 

表-7 アンケート調査の実施概要 

項目 内容 

調査対象 
自動車免許を持つ18歳以上の楽天リサーチ

会員 

調査方法 Webアンケート 

調査期間 2018年3月8日～3月9日 

調査対象都市 岡山市 

調査人数 300人 

主な質問内容 

・通常時、中心市街地に訪れる場合に主に利

用する交通手段 

・社会実験時、中心市街地に訪れる場合に

利用すると思う交通手段 

・社会実験時、自動車以外の交通手段を利

用する理由 

 

 

図-28  通常時と社会実験時の交通手段の変化 

 

 

図-29  社会実験時に自動車以外の交通手段を選択した理由 
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3.7%
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休日に、特に目的を決めず

散歩・回遊する時
N=253

県庁通り・西川緑道公園が

写真のように変化した場合、
休日に訪れる時
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公共交通 自動車 自転車 徒歩 その他

**(+) **(-)

独立性の検定 （P値：0.0000）1％有意
＜残差分析＞ **1%有意 *5％有意 (+)割合が高い (-)割合が低い
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48.4%
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8.5%

10.6%
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38.8%
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18.1%

41.5%

35.6%
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8.0%

8.0%

21.8%

29.8%

23.9%

40.4%

31.4%

24.5%
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8.5%
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.自動車の駐車料金が気になるから

2.自動車の渋滞が気になるから

3.自動車の駐車場所が

あるかどうか不安だから

4.駅の近くに歩いて回遊する

スポットがあるから

5.中心市街地までの外の空気や

景色、緑なども楽しみたいから

6.お酒を飲みたいから

7.帰りの自動車の運転の

体力的な負担が気になるから

8.歩行者専用の空間が

広くて安全だから

9.せっかく歩くのであれば、

最初から自動車を使いたくないから

当てはまる やや当てはまる
あまり

当てはまらない当てはまらない

N=188 
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8. 結論と今後の課題 

 

(1) 結論 

本研究では，岡山市の中心市街地において実施された，

歩行者を中心とした道路空間の再配分と，それにあわせ

た沿道及び周辺空間の活用を行った回遊性向上社会実験

前後において，来訪交通手段の変化や来訪交通手段ごと

の回遊行動を分析することにより，中心市街地の歩行者

中心の都市空間創出が来訪者の交通行動に与える影響を

明らかにした．また，来訪者の居住地特性を分析し，パ

ネル分析を行うことで，自動車から公共交通，自転車へ

転換した人の居住地分布や自動車から転換する場合の条

件を明らかにした．さらに，意識調査をあわせて行い，

交通手段選択の傾向を再確認するとともに，その選択理

由についても明らかした． 

その結果，歩行者にとって快適な都市空間を創出する

ことは，中心市街地での滞在時間や歩行回遊を増加させ，

回遊行動が活発な公共交通による来訪者を増加させるこ

とが明らかになった．さらに，自転車利用者は他の交通

手段を利用した人より立ち寄り箇所数が他の交通手段よ

りも多い傾向があることが確認できた．このことから，

中心市街地において歩行者にとって快適な都市空間を創

出することは，中心市街地の活性化だけでなく，公共交

通利用を促進する可能性があることが明らかになった．

また，自転車利用を増加させることが，より中心市街地

の活性化に効果がある可能性も明らかになった． 

一方で，居住地特性分析から，中心市街地の歩行環境

が改善しても，鉄軌道駅からより遠い範囲に居住してい

る公共交通利用者や，中心市街地からより遠い範囲に居

住している自転車利用者が増加するわけではないことが

確認できた．このことから，公共交通のサービスレベル

向上や鉄軌道駅までの近接性の確保，郊外からの自転車

専用道整備などの自転車利用環境向上といった対策が必

要であると考えられる． 

また，来訪者の意識としては，歩行者にとって快適な

都市空間が創出されることにより，自動車駐車場や渋滞

等に抵抗を感じ，自発的に自動車利用を控える傾向があ

ることがわかった．その反面，駅と回遊箇所の近接性

や屋外環境，健康といった観点が自動車利用を控え

るインセンティブになっている可能性があり，これ

らの観点からのアプローチも有効である可能性があ

る． 

以上のことから，中心市街地において歩行者にとって

快適な都市空間を創出することによる，交通行動変化の

実態が明らかになった． 

 

(2) 今後の課題 

今後の課題として，以下のような内容が考えられる． 

1) 今回の分析対象としたデータの特性としては，60歳

代以上の年齢層が少ないこと，中心市街地に普段は来

訪しないが，調査に参加すれば謝礼がもらえるため来

訪した人や，社会実験があるため来訪した人のデータ

が混在している可能性があることが挙げられる．今後

はこれらの属性の人の行動も把握していく必要がある． 

2) 今回の調査・分析結果は，岡山市のケースであり，

他地域での結果と比較したものではないため，今回の

結果が一般的な事象か，地域固有の事象なのかは判断

することができない．今後，調査・研究の蓄積が必要

である．ただし，中心市街地の駅付近の主要な道路と

沿道を，歩行者中心の空間に変化させた場合の回遊行

動の変化や来訪者の居住地特性については，他都市に

おいても参考にすることができるものと考えられる． 

3) 中心市街地では快適な都市空間の創出によって歩行

距離が増加していることを踏まえると，中心市街地と

は店舗等の状況は異なるが，居住地から鉄軌道駅やバ

ス停周辺の歩行環境を改善することで，より広範囲に

居住している人の利用を促進できる可能性があり，公

共交通を中心としたコンパクトシティ形成のためには

公共交通のネットワークにあわせて，快適な歩行空間

のネットワークが重要となることが考えられ，その観

点からの分析が必要と考えられる． 
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